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て日本の所得税法や相続税法は米国税法を模
範として大きく変貌をとげてきたが、租税条
約における譲渡所得にも一定の議論の進展が
あった。そもそも租税条約は、1920年代以降
国際的二重課税の排除を行うべく国際連盟の
場を通じて議論が重ねられてきたが、同時に
課税の簡便性の観点からも一定の成果物２）を
有している。取引の性格上、所得の把握を行
うことが困難と認められる場合には、国際間
の合意に基づいて一定の国に課税権を認める
方法である。別の言い方をすれば、正確な所
得源泉地を確定するための労力を惜しむ一方、
租税条約により所得源泉地を決めてしまうこ
とによって執行の簡便性を優先することで、
当局にとっても納税者にとっても法的安定性
と予測可能性を確保することができることに
なる。
　本稿では、非居住者又は外国法人が行う不
動産関連法人株式３）の譲渡について、国内法
とOECDモデル租税条約の議論の進展につい
て跡付けしていくことにする。その目的は、
国際課税制度において通常見られる国際的議
論の国内法への受容の状況を確認することで
ある。その上で、日本の国内税法が国際的議
はじめに
　OECDモデル租税条約13条は譲渡所得１）に
関する規定を有している。日本の所得税法の
歴史を見ると明らかなように、戦後GHQの
イニシアティブによる昭和22年所得税法全面
改正において包括的所得概念が導入されて以
降、譲渡所得に対して初めて所得税が課され
ることになった。それまでは、いわゆる制限
的所得概念を採用していたために、譲渡所得
は日本の所得税法上課税対象とはされていな
かった。これについて、以下の議論のために
極めて雑駁な言い方をすれば、ドイツにおい
ては譲渡所得の課税については比較的消極的
であった一方、米国においては譲渡所得を早
くから課税対象としてきたということも言え
よう。つまり、戦前はドイツ税法の強い影響
下にあった日本だが、戦後米国税法に大きな
影響を受けた結果として制度構築がなされて
きたことは周知の事実であるといえる。この
ように、譲渡所得については、事業所得や後
述する不動産所得とは異なり、各国の取扱い
が異なっていると想像することができる。
　さて、戦後GHQのイニシアティブによっ
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的施設を有している場合には、税務当局とし
て国内に存在する拠点である恒久的施設に接
触する機会があるだけでなく、総合課税５）を
課すことで課税の機会も確保されると考えら
れる。これに対して、国内に恒久的施設を有
しない非居住者又は外国法人については、源
泉徴収を行わない限り日本での課税権を行使
することは困難になる。
　さて、本制度創設の背景について次のよう
に記載されている６）。
　「近年、国内に恒久的施設を有しない非居
住者等が、再開発事業への投資といった形態
でわが国に進出し、土地等の不動産に投資す
るといったことが見受けられます。このよう
な投資においては、土地等の不動産に直接投
資をするだけでなく、土地等の管理やゴルフ
場等土地を利用した施設の運営をするための
会社を国内外に設立し、これを通して投資す
るといったことも行われています。この場合
において、国内に恒久的施設を有しない非居
住者等が国内にある土地等の不動産を保有す
る会社の株式を譲渡したときは、その所得は
株式の所得であり、不動産の譲渡による所得
には該当しないため、課税の対象とならない
ことになります。そこで、不動産の譲渡によ
る所得と株式の譲渡による所得との間の課税
関係の相違を是正するため、本制度が創設さ
れました。なお、OECDモデル租税条約や昨
年（筆者注：平成16年）発効した日米租税条
約においては、国内の土地等の不動産を主た
る資産とする会社の株式譲渡益について、そ
の不動産の所在地国で課税できることとされ
ています。」
　このように、平成17年度税制改正による不
動産関連法人株式の譲渡所得課税制度は、
OECDモデル租税条約や日米租税条約の影響
論を受容することによる、副次的効果として
外国税額控除の適用について意外に難しい問
題を発生させることについて、不十分ではあ
るが一定の検討を行いたいと考えている。
１　平成17年度税制改正における不動産関連
株式等の譲渡所得課税の創設
　平成17年度税制改正により、当時の法人税
法施行令177条（国内にある資産の所得）第
２項第４号に不動産関連法人株式の譲渡に関
する次の規定が導入された。
　「第187条第１項第４号に規定する株式でそ
の譲渡による所得が同号に該当するもの」
　そこで、法人税法施行令第187条（恒久的
施設を有しない外国法人の課税所得）第１項
第４号を見てみると、次のように規定してい
る。
　「不動産関連法人の株式（出資を含む。第
８項及び第10項において同じ。）の譲渡によ
る所得」
　次に、法人税法施行令第187条第８項は次
のように規定する。
　「第１項第４号に規定する不動産関連法人
とは、その有する資産の価額の総額のうちに
次に掲げる資産の価額の合計額の占める割合
が100分の50以上である法人をいう。
　一　国内にある土地等（土地若しくは土地
の上に存する権利又は建物及びその附属設備
若しくは構築物をいう。以下この項において
同じ。）
　二　以下略」
　当時、非居住者又は外国法人に対する国内
源泉所得４）の課税方法については、国内に恒
久的施設を有しているか否かによって変わっ
ていた。非居住者又は外国法人が国内に恒久
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の国際会議に参加した経験だけでなく、日本
の国際課税制度の多くが米国で制度化されて
いる事項をOECD租税委員会の議論を受けて
受容したり、本稿のメインテーマである不動
産関連法人の譲渡所得の課税方法は日米租税
条約で先に規定がなされた後に国内法で規定
されたり、という現実の制度を見ても明らか
であろう。
　不動産所得に関しては、不動産の利用価値
に負うところが多いが、不動産の価値は各国
が行う公共投資の結果としての都市計画や道
路、鉄道などによるため、不動産の所在地国
での課税という各国の制度が同じ制度があっ
たために議論が早々に収斂していたことを示
していると考えられる８）。
（２）第13条（不動産の譲渡所得）
　小松教授によると、「不動産の譲渡から生ず
る収益については、OECDモデル租税条約は、
不動産の貸付けからの所得について前述した
のと同様、当該不動産が存在する国に第１次
課税権を認めている。ここにいう不動産の定
義は、不動産所得に対する課税取扱いについ
て前述したところと同様である。この場合に
も不動産所在地国との応益関係を重視してい
ることはいうまでもない。『譲渡』（alienation）
には、売買のほか、交換、収用、出資および
贈与をも含む。課税所得の算定は国内法の定
めるところによる。」９）と述べている。
　以上のように、不動産から生ずる所得につ
いては、古くから国際間の合意があったもの
と解することができる。そして、このことに
ついては現在（2017年）も変更がない。
を受けていることが考えられる。また、本来
は株式の譲渡なのだが、株式を発行している
法人の総資産に占める不動産の割合が半分以
上であれば、それは株式の譲渡というよりは
不動産の譲渡であり、したがって不動産の譲
渡所得と同じように取扱いを変更すべきであ
るという背景がある。そこで、以下では不動
産から生ずる収益に関する国際的な議論を一
通り見た上で、不動産関連法人株式の譲渡所
得への課税について検討することにしたい。
２　OECDモデル租税条約における不動
産から生ずる所得への課税
（１）第６条（不動産の貸付けによる所得）
　少し古い文献であるが、小松芳明教授は
OECDモデル租税条約第６条について次のよ
うに述べている７）。
　「租税条約上の不動産所得（不動産の貸付
けによる所得）条項は、いわば各国の国内法
に定める課税取扱いを確認したものといえる。
すなわち、不動産所得については当該不動産
が所在する国（所得源泉地国）に第１次課税
権をみとめており、これは、各国がほとんど
例外なく採用する課税取扱いである。これは、
この不動産の貸付けによる所得が、後述する
不動産の譲渡による所得と同じく、道路、鉄
道、上下水道などのいわゆる公共投資の整備
にまつところが大きく、不動産所在地国との
経済的な関係（応益関係）がきわめて緊密で
あることによる。」
　日本ではあまり認識されていない場合もあ
るが、国際会議の議論においてはある新しい
制度がいきなり創設されることはほとんどな
く、ある国（複数の国の場合も多い）が採用
している制度を吟味するなどして、それを国
際的に取り入れる場合が多い。これは、筆者
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を課する権利は、この条約に基づき当該財産
と当該財産から稼得される所得の双方に対し
て租税を課する権利を有する国に対して与え
られるのが通常である。事業用資産の譲渡か
ら生ずる利得に租税を課する権利は、そのよ
うな利得が譲渡収益であるか事業所得である
かという問題にかかわらず、同一の国に与え
られるべきである。したがって、譲渡収益と
商業的利得には何ら区別はつけないし、譲渡
収益に関する本条が適用されるべきか事業所
得にかかる第７条が適用されるべきかに関す
る特別の規定を設ける必要もない。しかし、
譲渡収益に対する租税と通常所得に対する租
税のいずれを課するのかの決定は課税する国
の国内法令に委ねられる。この条約はこの問
題について国内法令に先んじて判断すること
はない。」
　パラグラフ４は、譲渡収益と事業所得のい
ずれの方法で課税すべきかについては、各国
の国内法に委ねることとしている。
　このように、譲渡収益に関する13条に関し
て、OECDモデル条約は規定を有しているも
のの、その内容について自ら積極的に規定し
ているというよりは、各国の国内法令に委ね
ているものが多い12）。
（２）不動産化体株式の譲渡に係る2003年改正
　OECDモデル条約13条４項は、2003年に次
のように新たに追加された。
　一方の国の締約国の居住者が株式の譲
渡によって取得する収益に対しては、そ
の価値の50パーセント超が不動産であっ
て他方の締約国内に存在するものにより
直接又は間接に構成される場合に限り、
当該他方の締約国において租税を課する
３　OECDモデル租税条約13条に関する
議論
（１）譲渡所得全般
　本稿執筆現時点で最新の2014年版OECDモ
デル租税条約13条のコメンタリー序論のパラ
グラフ１では、譲渡所得の取扱いが各国で著
しい相違が存在するとしている。そして、パ
ラグラフ２では、譲渡収益に課税する場合の
租税が国によって異なることも述べている。
その上で、パラグラフ３は次のように述べて
いる10）。
　「本条は、こうした上述の問題を扱うもの
ではない。譲渡収益に対して租税を課するか
否か及びそれらに租税が課される場合にどの
ようにしてそれらに租税が課されるかを決定
するのは、各締約国の国内法令に委ねられて
いる（下線は筆者）。いかにせよ、本条は、
譲渡収益に対して課税する権利を国内法令上
定めていない国に、そのような権利を与える
ものと解釈することはできない。本条はどの
ような種類の租税を対象とするかを規定して
いない。本条は、一方の締約国が譲渡収益に
対して課するすべての種類の租税に適用され
なければならないと理解されている。第２条
の文言はこの目的を達成し、かつ、譲渡収益
に対する特別な租税をも含むのに十分なほど
広範である。」
　このように、OECDモデル租税条約13条は、
譲渡所得に対する各国の考え方に相違がある
ためにOECDとして一定の結論を導き出すこ
とができていない、ということに留意する必
要がある11）。
　また、概論を述べるパラグラフ４は、以下
のように記述している。
　「ある一定の財産の譲渡収益に対して租税
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該一方の締約国において租税を課することが
できると定めることにより、そのような株式
の譲渡から生ずる収益及びその価値の基礎と
なる不動産の譲渡から生ずる収益に対しては、
第１項の対象で、等しく当該一方の国におい
て租税を課することができる旨を規定する。」
　このように、2003年改正において、不動産
化体株式の譲渡については不動産の譲渡と同
じように不動産所在地国に課税権を付与する
ことにしたことがわかる。これは、OECD加
盟国においてコンセンサスを得ることができ
たことを意味する。
４　日米租税条約における不動産化体株
式の譲渡
　平成16年（2004年）に発効した日米租税条
約第13条２項は、不動産化体株式等譲渡収益
に対する源泉地国課税の規定を導入した。以
下に、その規定を引用する。
２（ａ）一方の締約国の居住者が、他方
の締約国の居住者である法人（その資産
の価値の50パーセント以上が当該他方の
締約国内に存在する不動産により直接又
は間接に構成される法人に限る。） の株
式その他同等の権利の譲渡によって取得
する収益に対しては、当該他方の締約国
において租税を課することができる。た
だし、当該譲渡に係る株式と同じ種類の
株式が第22条５に規定する公認の有価証
券市場において取引され、かつ、当該一
方の締約国の居住者及びその特殊関係者
の所有する当該種類の株式の数が当該種
類の株式の総数の５パーセント以下であ
る場合は、この限りでない。
（ｂ）一方の締約国の居住者が組合、信
ことができる。（2003年追加）
　そして、これに関するコメンタリーも追加
された。2003年改正により削除されたコメン
タリーのパラグラフ23は、次のように記述さ
れていた13）。
　「不動産化体株式の譲渡をその不動産の譲
渡と同様に取り扱う国内法の規定を有する国
もあるが、第１項はそのような取扱いを認め
ていない。租税条約で、このような取扱いを
するための特別規定を設ける、あるいは、株
式譲渡は不動産の譲渡と同じでない旨の規定
を設けることは自由である。」
　これについて若干補足しておくと、OECD
モデル租税条約13条第１項では、不動産の譲
渡については、不動産所在地国に課税権を認
めている。そこで、不動産化体株式の譲渡に
おいても、不動産の譲渡と同じ課税方法を採
用する国がある一方、OECDとしては未だそ
のような段階には至っていないという意味に
解することができる。その一方、OECD加盟
国の主権を尊重する意味で、加盟国が締結す
る租税条約で不動産化体株式の譲渡を不動産
の譲渡と同じ規定を設けることも認める一方、
不動産の譲渡とは別の規定を設けることも認
めるという記述を追加している。このように、
2003年改正前のOECDモデル租税条約13条の
コメンタリー 23においては、不動産化体株
式の譲渡についてOECD全体の意見を取りま
とめるには至っておらず、各加盟国の取扱い
を是認する内容となっていたことがわかる。
　さて、2003年改正後のパラグラフ28.3は次
のように記述している。
　「第４項は、一方の締約国に所在する不動
産から直接又は間接に50％を超える価値を得
る株式の譲渡から生ずる収益に対しては、当
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式により不動産の構成割合を計算することと
なる。この場合の『価値』は、譲渡した時の
現況により時価で判定する。
　ただし、当該株式が公認の有価証券市場に
おいて取引されるものであり、かつ、譲渡者
及びその特殊関連者が所有する株式がその発
行済株式の総数の５パーセント以下である場
合はこの限りでなく、譲渡収益条項の本則に
戻って譲渡者の居住地国のみによる課税とな
る（本条２ただし書き）。この場合の「特殊
関連者」の範囲に関しては、本条約にはその
定義規定が設けられていないことから、その
具体的な意義は、本条を適用して課税を行う
国の国内法の規定に照らして解釈され、条約
の適用がなされることとなる。（後略）」
５　米国モデル租税条約16）における不動
産化体株式の譲渡の規定
　上述したように、日本では平成16年（2004
年）に発効した日米租税条約13条において、
不動産化体株式の譲渡所得に関する規定が最
初に導入された。日本にはこのような規定が
なかったことから、米国における制度を検討
してみると米国モデル租税条約には比較的早
くからこれに関する規定を有していることが
わかる。
　米国モデル租税条約（1981年版）17）13条１
項は、不動産譲渡所得については不動産の所
在地国において租税を課することができると
されていた。そして、同条５項において、「第
１項との関係において、法人の株式、組合、
信託又は遺産の持分の譲渡から得られる収益
で、主に不動産から構成される価値について
は、不動産が所在する所在地国において租税
を課することができる。」という規定を有し
ていた。
託財産及び遺産の持分の譲渡によって取
得する収益に対しては、これらの資産が
他方の締約国内に存在する不動産から成
る部分に限り、当該他方の締約国におい
て租税を課することができる。
　この規定について、「不動産化体株式譲渡に
ついては、規定振りは本条２とはやや異なる
ものの、日フィリピン条約（第13条（４））、
日シンガポール条約（第13条４（ａ））、日ベ
トナム条約（第13条３）、日仏条約（第13条３）、
日メキシコ条約（第13条３）及び日韓条約（第
13条３）に類例がある。」14）とされていた。
　本規定については、以下のように説明され
ている15）。
　「一方の締約国の居住者が、他方の締約国
の居住者である法人であって、その有する資
産の価値の50パーセント以上が当該他方の締
約国内に存在する不動産により直接又は間接
に構成されるものの株式を譲渡することによ
り取得する収益については、その実質が不動
産自体の譲渡収益にも類似することから、当
該不動産の所在地国においてその国内法に
従って租税を課することができるものとして
いる（本条２（ａ））。
　ここでいう不動産の構成割合の計算方法に
関しては、当該法人が直接所有する不動産及
びその子会社等が所有する不動産のうち当該
法人の所有割合に対応する部分の合計が、当
該法人の総資産に占める割合を計算すること
になる。たとえば、甲が直接に不動産を所有
するとともに、甲が所有する他の子会社（乙）
も不動産を所有している場合（間接保有）に
は、『甲の不動産構成割合＝（甲の直接所有不
動産の価値＋（乙の所有不動産の価値×甲の
乙株所有割合））÷甲の総資産の価値』の算
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渡に帰属する収益』という規定の仕方をして
いる。したがって、REIT（筆者注：不動産
投資信託）又は一定のRICが行う配分につい
ても（10条の配当条項ではなく）13条１項に
基づいて課税されることになる。
　この辺りについては、国内法の規定がどの
ようになっているかによって各国の考え方が
異なると思われるが、米国ではREITからの
分配は配当ではなく譲渡所得で課税すべきと
していることがわかる。
　そして、最新バージョンである2016年モデ
ル条約2013条１項及び２項は、次のように規
定している。
第13条　譲渡所得
１　一方の締約国の居住者が、他方の締
約国内に所在する不動産の譲渡によって
取得する収益に対しては、当該他方の締
約国において租税を課することができる。
２　本条約の適用上、『他方の締約国に所
在する不動産』という用語には、
（１）第６条にいう不動産、
（２）他方の締約国が米国である場合、
米国不動産の持分、
（３）他方の締約国が○○国である場合、
イ　○○国に所在する本項（１）にいう
不動産から直接間接に得られる価値の
50パーセント超が株式の取得権を含む
株式、証券取引所において取引される
株式以外の株式、
ロ　組合又は信託で○○国に所在する不
動産で構成されるもの又は本号イにい
う株式で構成されるもの、をいう。」
　このように、米国モデル条約13条は、1981
年以降、細かな改正はあるものの基本的には、
　その後、1996年に改訂された米国モデル租
税条約13条18）１項及び２項は、次のように規
定している。
　「第13条譲渡所得
　１　一方の締約国の居住者が、他方の締約
国内に所在する不動産の譲渡によって取得す
る収益に対しては、当該他方の締約国におい
て租税を課することができる。
　２　本条約の適用上、「他方の締約国に所在
する不動産」という用語には、
　（１）第６条にいう不動産、
　（２）米国不動産の持分、
　（３）○○国に所在する不動産における同
様の持分、
　を含むものとする。」
　そして、1996年米国モデル条約のテクニカ
ルエクスプラネーション13条１項及び２項に
おいて、1981年米国モデル条約と同様の記述
があった。
　ただし、以下のようにOECDモデル租税条
約に関する記述がある。
　「OECDモデル租税条約は、不動産そのも
のを除く不動産持分について言及していない。
米国は同条が適用されるすべての不動産譲渡
収益に対してFIRPTAで課税する権利を留保
すべく、OECDモデル租税条約に留保を付し
ている。」
　次に、2006年米国モデル条約13条の規定と
コメンタリーについても、ほぼ同様の記述が
あるが、2006年米国モデル条約のテクニカル
エクスプラネーション19）では、OECDモデル
条約との相違について次のように記述されて
いる。
　「米国モデル条約13条１項は、OECDモデ
ル条約が用いている『不動産の譲渡から生ず
る収益』という言い方ではなく、『不動産の譲
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て租税を課することができることとされてい
た（1995年条約第13条１）。2007年改正議定
書で、OECDモデル租税条約と同一の規定振
りにアップデートされたが、実質的な意味に
おいて適用関係が異なるわけではない。」23）
とされている。
　次に、不動産化体株式の譲渡について、第
13条３で規定されたが、「一方の締約国の居住
者が、法人、信託財産その他の機関又は団体
（以下この条において「法人等」という。）の
株式又は持分（以下この条において「株式等」
という。）の譲渡によって取得する収益に対
しては、当該法人等の財産の価値の50パーセ
ント以上が当該他方の締約国内に存在する不
動産又は当該不動産に関連する権利により、
直接又は一若しくは二以上の他の法人等を介
して間接に構成される場合に限り、当該不動
産の所在地国である当該他方の締約国（源泉
地国）において租税を課することができる。」24）
と解説されている。
　このように、日仏租税条約は日米租税条約
に先立つこと８年前には、既に不動産化体株
式の譲渡について、不動産と同じ取扱いを行
うべきとしている。
　さて、この規定をどのように解釈すべきで
あろうか。上述したように、日本において不
動産関連法人株式の譲渡に係る規定が導入さ
れたのは平成17年（2005年）度税制改正であ
ることから、それ以前においては租税条約が
あるからといって、日本に課税権が与えられ
ていたわけではないとすべきであろう。
　租税条約は、一般に国際的二重課税の排除
を目的とするものであり、租税条約の規定に
よって新たな課税権が付与されることはない。
したがって、日本に関する限り、日仏租税条
約第13条３については適用されることができ
不動産の譲渡だけでなく不動産関連法人の譲
渡所得については一貫して規定していること
がわかる。
　なお、2016年米国モデル租税条約の公表に
際して、技術的説明（テクニカルエクスプラ
ネーション）は公表されていない。ただし、「前
文（Preamble）」21）がモデル条約本文と同時
に公表されており、前文には2006年版と2016
年版の差異について９頁にわたって記述がさ
れている。その中には13条に関する記述がな
いことから、譲渡所得については2006年版の
考え方が引き続き生きていることを示してい
ると考えられる。
　ここまで、米国モデル租税条約における13
条（譲渡所得）のうち、不動産の譲渡及び不
動産関連法人株式の譲渡所得について概観し
てきた。これらを見る限り、米国においては
既に1981年以前には、非居住者又は外国法人
が獲得する不動産関連法人株式の譲渡所得に
対する国内税法の規定を有している22）ことが
明らかである。
６　日仏租税条約及びその他の租税条約に
おける不動産化体株式の譲渡の規定
（１）日仏租税条約
　平成７年（1995年）に署名された日仏租税
条約13条は譲渡所得について規定しているが、
以下に概要を説明することにしたい。
　まず、13条１において、不動産の譲渡に関
する規定を有している。それによると、「一方
の締約国の居住者が他方の締約国内に存在す
る不動産の譲渡によって取得する収益に対し
ては、当該不動産の所在地国において租税を
課することができる。1995年条約では、条約
第６条に規定する不動産の譲渡から生ずる所
得については、当該不動産の所在地国におい
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７　不動産関連法人株式の譲渡所得にお
ける国際的二重課税の排除
　これまで述べたように、国内法の整備が遅
れたまま租税条約を締結することで、日本に
おける課税権が未整備であるために認められ
ない一方、相手国の国内法令が整備されてい
ることで、居住者又は内国法人がこれら相手
国において不動産関連法人株式の譲渡所得が
あった場合には、その不動産所在地国におい
て課税権が行使されることになると考えられ
る。
　一方、わが国の国内税法（所得税法及び法
人税法）は、居住者又は内国法人に対して全
世界所得課税を行っている。居住者又は内国
法人は、フランス等の租税条約相手国の不動
産関連法人株式の譲渡所得があった場合、相
手国において源泉地国課税を受けるだけでな
く日本でも課税対象となる。
　そこで、居住地国である日本において外国
税額控除の適用がなければ、国際的二重課税
の状態が放置されることになる。日本は、米
国などと同じく国際的二重課税の排除の方法
として外国税額控除制度を有しているからで
ある。
　ところで、平成26年度税制改正前において
は、内国法人に係る外国税額控除の適用につ
いては概ね次のような手順を踏むことで適用
することができていた。具体的には、内国法
人が各事業年度において外国法人税を納付す
ることとなる場合には、以下の算式により計
算した控除限度額を限度として、その外国法
人税の額（外国法人税のうちその所得に対す
る負担が高率な部分の額等を除く。「控除対
象外国法人税の額」という。）をその事業年
度の所得に対する法人税の額から控除するこ
るのは、平成17年度税制改正以降ということ
になると考えるべきであろう。
　一方、フランス税法については、十分に検
討しているわけではないが、米国同様、国内
に同様の規定を有しているものと考えること
ができるだろう。日本の国内法に不動産関連
法人の規定がない以上、フランス国内税法に
規定がなければそもそも日仏租税条約に規定
を有する必要がないからである。
（２）その他の国との租税条約の規定
　既に４で述べたように、平成16年（2004年）
発効の日米租税条約の解説において、日仏租
税条約以外にも、日フィリピン条約（第13条
（４）。昭和55年発効）、日シンガポール条約（第
13条４（ａ）。平成７年発効）、日ベトナム条
約（第13条３。平成７年発効）、日メキシコ
条約（第13条３。平成８年発効）及び日韓条
約（第13条３。平成11年発効）において同様
の規定を有していたとされる。
　そこで、平成16年時点においては国内法が
未整備の状況下、フランス以外にもこれらの
国の国内法令において不動産関連法人株式の
譲渡の規定があると考えるのが普通であろう。
そして、それら国内法令が存在しているとす
れば、当該国において源泉地国課税の規定が
ある場合にはその法令に基づいた課税が行わ
れることになると考えられる。
　一方、日本においては平成17年度税制改正
において、不動産関連法人株式の譲渡所得に
関する規定を導入したことから、それ以降に
ついてようやくレシプロカル（相互主義的）
な関係が構築できたことになる。
― 88 ―
??????????????????????
ものを除く。）で次に掲げるもの」として、「イ　
金融商品取引所において譲渡されるもの、ロ　
国内にある営業所を通じて譲渡されるもの、
ハ　契約その他に基づく引渡しの義務が生じ
た時の直前において証券若しくは証書又は当
該権利を証する書面が国内にあるもの」とい
う規定があった他、同項14号に、「前各号に掲
げる資産のほか、その譲渡につき契約その他
に基づく引渡しの義務が生じた時の直前にお
いて国内にある資産（棚卸資産である動産を
除く。）」という規定があった。
　これによると、株式譲渡が国内にある営業
所を通じて譲渡されること、又は株式が譲渡
の直前に国内にあること、を除くと国内にあ
る資産ということはできず、したがって、こ
れら株式譲渡に係る所得は国内源泉所得には
ならないことになる。これを敷衍していけば、
平成16年以前の国内税法においては、内国法
人が外国に所在する不動産で構成される株式、
すなわち不動産関連法人株式の譲渡所得は外
国税額控除の控除限度額における国外所得金
額に該当する可能性は非常に低いものになっ
てしまうことになる。
おわりに
　本稿は、平成17年度税制改正で導入された
非居住者又は外国法人の不動産関連法人株式
の譲渡所得の規定について、その導入の背景
と各国の状況、そして、これを受けて日本の
国際課税制度の受容について確認した後、最
後に外国税額控除の適用の可否について若干
の考察を行ってきた。既に、税制改正が行わ
ととされていた（法法69①）。
　上の算式については、内国法事の各事業年
度の所得に対する法人税の額に、その事業年
度の所得金額のうちにその事業年度の国外所
得金額の占める割合（「国外所得割合」）を乗
じて計算した金額とされていた（旧法令142
①）。
　そして、「国外所得金額」とは、内国法人の
各事業年度において生じた国内源泉所得以外
の所得（「国外源泉所得」）の金額をいう（旧
法令142③）。
　当時より、国内源泉所得の規定は法人税法
138条に規定があったが、不動産関連法人株
式の譲渡所得に関する規定は平成17年度税制
改正で導入されたことから、それ以前におい
てはフランス等の国において不動産関連法人
株式の譲渡所得があった場合には、上の控除
限度額の算式における国外所得金額を記入す
ることが困難であったことが予想される。
　つまり、国外所得金額とは、法人税法138
条に規定する国内源泉所得以外の所得である
が不動産関連法人株式の譲渡所得についての
規定がなかったことから、国内源泉所得以外
の所得の金額として認識できていたのか疑問
が生じてくる。
　平成16年当時の法人税法においては、「国内
にある資産の譲渡により生ずる所得」につい
ては、株式に関する限り、法人税法施行令第
177条第２項第２号に「金融商品取引法第２
条第１項に規定する有価証券又は第11条第１
号、第２号若しくは第４号（有価証券に準ず
るものの範囲）に掲げる権利（次号に掲げる
 
各事業年度の所得に対
 
⊗
 当該事業年度の国外所得金額
控除限度額 =
 
する法人税の額
  当該事業年度の所得金額
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いうことは、国際課税制度の根幹に関わるも
のであり極めて憂慮すべき事態であると考える。
　国際課税制度は、初めに述べたように国際
的議論の受容という形で国内法に導入される
場合が多いが、その受容の時期が遅くなるこ
とで、意外な反射的効果があったということ
がいえるかもしれない。ただし、フランスの
国内税法など検討が未だ不十分であることも
あり、今後さらなる検討を行う必要があると
考えている。いずれにしても、国際的二重課
税の排除等に関する問題点があるのか、ある
とすればそれはどの程度重要なのかなどにつ
いて一定の指摘ができるようにしていきたい
と考えている。
注
１）OECDモデル租税条約13条は、正確には「譲渡
収益」と翻訳される場合が多いが、本稿では国内
法との関係から、あえて「譲渡所得」という用語
を用いている。
２）OECDモデル租税条約16条は、役員報酬の規定
について法人の居住地国において課税することと
している。これは、1977年に改正されたものだが、
役員の役務の提供地がどこか判断が難しい場合も
あるので、役務は企業の居住地国で提供されたと
取り扱うこととしたものである（川田剛他『2014　
OECDモデル租税条約コメンタリー逐条解説』（税
務研究会出版局、2015年）427頁）。
３）日本の法人税法及び所得税法では「不動産関連
法人株式」という用語を用いるが、租税条約では
「不動産化体株式」という用語を用いている。本
稿では、これらは同義であるものとして議論して
いる。
４）国内源泉所得については、法人税法では138条に、
所得税法では161条に規定がそれぞれ設けられて
いる。
５）国際課税における総合課税とは、確定申告を行
れてから12年経過していることから、不動産
関連法人株式の譲渡所得そのものについての
意義はほとんどないと考えられるが、外国税
額控除の控除限度額の算定方法の点からすれ
ば、国外源泉所得を積極的に規定してこな
かった平成17年度税制改正前において、国際
的二重課税の排除が不十分だった可能性があ
ることが考えられた。
　つまり、平成17年度税制改正前においては、
不動産関連法人株式の譲渡所得については、
非居住者又は外国法人に対する国内源泉所得
に直接的に規定されていなかったことから、
日本の課税権はなかったものの、居住者又は
内国法人が外国に所在する不動産関連法人株
式の譲渡があった場合には、当該外国におい
て源泉地国課税されていただけでなく、全世
界所得課税の結果日本でも課税されていたこ
とになる。しかし、外国税額控除の適用上、
国外所得金額は法人税法138条に規定する国
内源泉所得以外の所得になるので、日本の課
税権がない不動産関連法人株式の譲渡所得に
ついて国外所得金額に算入されない可能性が
あったということになる。
　平成26年度税制改正によって国外源泉所得
の定義づけをしたことから、現在は同様の問
題は生じることは考えにくいが非居住者又は
外国法人に対する課税制度を整備することに
よって、居住者又は内国法人に係る外国税額
控除の適用の可能性が広がった結果として、
同様のことが生じる可能性はほとんどなく
なったとも考えられる。
　しかし、国内税法において非居住者又は外
国法人に対して課税する制度が未整備の場合
には、その反射的効果として、居住者又は内
国法人に関して国際的二重課税の排除が行わ
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